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2 0 2 1 年 8 月 

在チリ日本大使館経済班 

チリ経 済 情 勢 報 告 （2021年 ７月 ） 

 

１． 経 済 指 標  
（１） 経 済 活 動 指 数 （ IM ACEC ） － 前 年 同

月 比 20.1％－  
６月 のIMACECは前 年 同 月 比 20 .1％，（季

節 調 整 済 前 月 比 は 2.1 ％ ） とな った 。 営 業 日

数 は 昨 年 よ り １ 日 少 な か っ た 。 鉱 業 は 前 年

同 月 比 ▲ 0.5 ％ ， 鉱 業 以 外 の 業 種 は 同

23 .0 ％だった 。季 節 調 整 済 前 月 比 で は 鉱 業

は0.8％，非 鉱 業 部 門 は2.2％となった。 

中 銀 ア ンケ ート （ ８ 月 ） に よる 見 通 し は ７ 月

16 .3％（中 央 値 ）となっている。 

 

（２） 消 費 －好 調 に推 移 －  
①  ６ 月 の 商 業 活 動 指 数 （ 実 質 ， INE 公 表 ）

は ， 前 年 同 月 比 40 .3 ％ ， 同 指 数 の 小 売 業

（除 く車 ）は同 57.1％となった。 

②  ６月 のｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ販 売 額 （ 実 質 ， INE

公 表 ）は，前 年 同 月 比 27.8％となった。 

③  ６月 のｻﾝﾃｨｱｺ ﾞ首 都 圏 商 業 販 売 額 （チリ

商 工 会 議 所 公 表 ，既 存 店 ，暫 定 値 ）は，前

年 同 月 比 63 .7％となった。 

④  ７月 の消 費 者 経 済 認 識 指 数 （IPEC，Gfk  

Ad ima rk公 表 ） は 37 . 4 (前 月 差 4.0 )，個 人 の

景 気 認 識 （現 状 ）は35 .5（ 同 2.4）と，引 き 続

き50（中 立 点 ）を下 回 っている。 

⑤  ７月 の新 車 販 売 台 数 は38,226台 （前 年 同 月 比 233 . 4％）となった。 

＜概 要 ＞景 気 は、コロナウイルス等 の影 響 から徐 々に回 復 している。  

● 消 費 は好 調 に推 移 している。 

● 生 産 は，工 業 は増 加 ，鉱 業 は減 少 。企 業 マインドは好 調 。 

● 雇 用 は回 復 しているものの、失 業 率 は未 だ高 い水 準 にある。 

● 物 価 は上 昇 している。 

● 貿 易 は黒 字 が続 いている。 

● 銅 価 格 は上 昇 ，為 替 はペソ安 傾 向 ，株 価 は下 落 で推 移 している。 

先 行 き に つ い ては 、コ ロ ナ ウ イ ル ス の 感 染 拡 大 と そ の 対 策 、 新 憲 法 制 定 議 論 及 び 選 挙 、 財

政 ・年 金 ・税 制 等 国 内 政 治 動 向 及 び世 界 経 済 情 勢 に留 意 する必 要 がある。 
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（３） 鉱 工 業 生 産 ， 電 力 － 工 業 は 増 加 ， 鉱

業 は減 少 －  
６ 月 の 工 業 生 産 指 数 は ， 前 年 同 月 比

14 .6％となった。セクター別 では食 料 品 が増 加

（ 寄 与 度 2.41 ％ ） ， 化 学 が 減 少 （ 同 ▲ 0.60 ％ ）

に寄 与 した。 

６ 月 の 鉱 業 生 産 指 数 は 前 年 同 月 比 ▲

1.0％，銅 生 産 量 は同 2.7％となった。 

６ 月 の 電 力 指 数 は 前 年 同 月 比 3.6 ％ と な

った。 

 

（４） 企 業 の業 況 判 断 －好 調 －  
７ 月 の IMCE （ 企 業 業 況 判 断 指 数 ） は 57 .64 ポ

イ ン ト で ， 前 月 差 3.31 ポ イ ン ト と な り ， ７ か 月 連 続

で 中 立 点 を 上 回 っ た 。 内 訳 を 見 る と ， 商 業 が

59 .82 （ 同 4 .56ポ イ ント ） ，鉱 業 が 61 .40 （ 同 ▲ 0.28

ポ イ ン ト ） ， 製 造 業 は 61.31 （ 同 5.43 ポ イ ン ト ） ， 建

設 業 が43 .36（同 0.97ポイント）となった。 

 

 

 

（５） 雇 用 － 回 復 して い る もの の 、 失 業 率 は 未

だ高 い水 準 にある－  
４ ～ ６ 月 期 の 失 業 率 は 9.5 ％ （ 前 年 同 期 差 ▲

2.75 ％ ） と ， 高 い 水 準 に あ る 。 労 働 力 人 口 は

745 , 655人 増 加 （前 年 同 期 比 9.2％），就 業 者 数

は 898 ,804 人 増 加 （ 同 12 .6 ％ ） し ， 失 業 者 数 は

153 , 148 人 減 少 （ 同 15 .4 ％ ） して い る。 就 業 者 数

を 職 業 別 に み る と ， 建 設 が 前 年 同 期 比 寄 与 度

2.97 ％ 、金 融 仲 介 ・ 保 険 が 同 ▲ 0.26％ と減 少 に

寄 与 している。 

６月 の賃 金 （速 報 値 ） は，名 目 は前 年 同 月 比

5.9％，実 質 は同 2.0％となった。 
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（６） 物 価 －上 昇 している－  
７月 の消 費 者 物 価 指 数 （総 合 ）は，前

月 比 は0.8％，前 年 同 月 比 は4.5％となっ

た 。 品 目 別 に 前 年 同 月 比 の 動 き を み る

と生 鮮 （ 6.7 ％ ） ， 燃 料 （ 12 .5 ％ ） が 上 昇 し

て い る 一 方 ， 通 信 （ ▲ 0.1 ％ ） が 下 落 し て

いる。なお，生 鮮 ・燃 料 を除 く指 数 は，前

月 比 ▲ 0.6 ％ ， 前 年 同 月 比 3.6 ％ で あ っ

た。 

中 銀 ア ンケ ート (８ 月 ) に よるイ ンフレ期

待 は1 年 後 ： 3.5％ （ 前 月 3.3％ ），2 年 後 ：

3.0％（前 月 3.0％）となっている。 

６月 の生 産 者 物 価 （全 産 業 ）は，前 月 比 ▲0.8％，前 年 同 月 比 は30 .4％となった。鉱 業

（前 年 同 月 比 51 .9％）が上 昇 した。 

 

（７） 貿 易 －黒 字 が続 いている－  
①  ７ 月 の 輸 出 額 （ FOB ） は79 . 4 億 ドル （ 前

年 同 月 比 27 .3 ％ ） と な っ た 。 内 訳 を 見 る

と ， 鉱 業 品 51 .4 億 ド ル （ 同 34 . 1 ％ ） （ 全 体

の 65 ％ ） ， 農 林 水 産 品 4.6 億 ド ル （ 同

10 . 6％）（全 体 の5％），製 造 業 品 23 .8ドル

（ 同 17 . 6 ％ ） （ 全 体 の 30 ％ ） と な った 。 鉱 業

品 の う ち 銅 は 45.8 億 ド ル （ 同 31 . 6 ％ ） （ 鉱

業 品 輸 出 額 全 体 の89％）となった。 

②  ７ 月 の 輸 入 額 （ FOB ） は73 . 4 億 ドル （ 前

年 同 月 比 55 .3 ％ ） と な っ た 。 内 訳 （ CIF ）

は ， 消 費 財 24.9 億 ド ル （ 同 84 .0 ％ ） ， 中 間

財 40.7億 ドル（同 58 .9％），資 本 財 14.9億 ドル（同 29 . 4％）となった。 

③  ７月 の貿 易 収 支 （FOB）は6.0億 ドルの黒 字 となった。 

 

（８） 対 日 ・中 ・韓 貿 易  
①  対 日 貿 易 （ FOB ） ： ６ 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 5.8 億 ド ル （ 前 年 同 月 比 4.6 ％ ） ， 輸 入 額

1.2億 ドル（同 96 .3％），貿 易 総 額 では7.0億 ドル（同 14 .0％）となった。 

②  対 中 貿 易 （FOB）：６月 の貿 易 額 は，輸 出 額 27 .0億 ドル（前 年 同 月 比 14 .6％），輸 入 額

18 .3億 ドル（同 53 . 1％），貿 易 総 額 では45.3億 ドル（同 27 . 5％）となった。 

③  対 韓 貿 易 （ FOB ） ： ６ 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 3.5 億 ドル （ 前 年 同 月 比 16 .3 ％ ） ，輸 入 額

1.1億 ドル（同 129 . 8％），貿 易 総 額 では4.6億 ドル（同 31 . 9％）となった。 
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２．市 場 の動 き 

（１） 国 際 銅 価 格 －上 昇 －  
７月 の 国 際 銅 価 格 は 1ポンド4 . 23ドル （１

日 ）で始 まった。下 旬 にかけて、中 国 におけ

る 豪 雨 に よ る 銅 産 業 の 供 給 懸 念 か ら 上

昇 。 月 末 に は 4 . 4 2 ド ル （ 3 0 日 ） と前 月 末 比

3.9％で終 了 した。 

７ 月 の 銅 在 庫 は ，399 ,536 ㌧ （１ 日 ） で 始

まり，月 末 には375 , 366㌧（ 30 日 ） と前 月 末

より低 下 した。 

 

 

 

（２） 為 替 －ペソ安 傾 向 －  
７ 月 の 為 替 は ，1 ドル 7 27 . 7 6ペ ソ（ １ 日 ）

で始 まった。中 旬 にかけ750ペソ前 後 に上

昇 し た 後 も 、 月 後 半 の 中 国 の 景 気 減 速

懸 念 や米 国 利 上 げ観 測 よりペソが売 られ

上 昇 を続 けた。 

月 末 は 758 . 53 ペ ソ （ 30 日 ） と 前 月 末 差

23 .25ペソ安 で終 了 した。 

 

 

 

（３） 株 価 －下 落 －  
７ 月 の IPSA 値 （ サ ン テ ィ ア ゴ 主 要 株

式 指 数 ） は 4345 . 51 ポ イ ン ト （ １ 日 ） で 始

ま っ た 。 月 末 に は 4252 .04 ポ イ ン ト （ 30

日 ）と，前 月 末 比 ▲1.8％で終 了 した。 
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３．経 済 トピックス(報 道 情 報 ) 

（１） ＴＰＰ１１：ペルーの批 准 ：報 道  

７月 １４日 、ペルー国 会 は、２０１８年 ３月 にサンティアゴ市 で署 名 されたＴＰＰ１１を賛 成

９７票 、棄 権 ９票 （反 対 ０票 ）で承 認 した。チリは同 条 約 の主 導 国 の一 つであるが、上 院 で

の承 認 を待 ってい る。今 回 の国 会 承 認 により、ペルーは、総 人 口 約 ５ 億 ２００万 人 、世 界

のＧＤＰの１３．５％、国 際 貿 易 の１４．５％を占 める市 場 にアクセスできるようになり、戦 略

的 に重 要 である。 

 フアン・エドゥアルド・エラスリス・チリ製 造 業 振 興 協 会 (So fo f a )国 際 関 係 委 員 会 副 会 長

は、ペルー国 民 にとっては、経 済 発 展 の可 能 性 を大 幅 に向 上 させることができる素 晴 らし

いニュースだと述 べた。また、ペルーでの承 認 は、チリで承 認 されていない理 由 の再 考 を迫

るものであ る。チ リ に と ってＴ ＰＰ１ １ は、 年 間 ２ ０ 万 人 の雇 用 増 と２ ０ 億 米 ドルの 輸 出 増 を

意 味 していることを念 頭 に置 くべきであり、上 院 が承 認 していないのは非 常 に悔 しいと嘆 い

た。 

 

（２） 政 策 金 利 の引 き上 げ：中 銀 公 表 及 び報 道  

 中 央 銀 行 は７月 14日 の理 事 会 で、政 策 金 利 を0.25引 き上 げ0 .75％にすることを全 会 一

致 で決 定 した。 

＜理 事 会 の概 要 ＞ 

世 界 経 済 に つ い ては 、 新 型 コ ロナ ウ イ ル ス の 変 異 株 の 蔓 延 に 留 意 し つ つ も、 ワ クチ ン

接 種 の進 展 とともに 回 復 が続 く見 通 しである。一 方 、為 替 市 場 では、商 品 の供 給 懸 念 、

原 材 料 や輸 送 コストの上 昇 、銅 価 格 の下 落 などによりドル高 ペソ安 が進 展 している。また、

一 次 産 品 輸 出 国 を中 心 に政 策 金 利 の引 き上 げが相 次 いで始 まっており、チリでも6月 の

中 央 銀 行 理 事 会 以 降 、経 済 回 復 や政 策 金 利 引 き上 げ期 待 から長 期 金 利 が上 昇 してい

る。 

国 内 経 済 については、商 業 販 売 を中 心 にほとんどの分 野 で回 復 しており、パンデミック

前 の水 準 に 戻 りつつ ある。今 年 の経 済 は高 い 成 長 が期 待 でき るが、労 働 市 場 では失 業

率 が10％とパンデミッ ク前 の水 準 に はまだ 遠 い 。また 、イ ンフレ 率 は、燃 料 価 格 の高 騰 を

背 景 に、年 率 3.8％に上 昇 し、１年 後 のインフレ期 待 値 は前 年 同 期 比 で3.3％となっている。 

今 後 は、財 政 支 援 策 と消 費 の力 強 さに支 えられ、経 済 活 動 におけるギャップは急 速 に

縮 小 する と 考 え られ る こと から、 今 回 は 政 策 金 利 を 0 . 2 5 %ポ イ ント 引 き 上 げ る。 今 後 の 利

上 げに つい ては、経 済 動 向 を 注 視 し 判 断 する。なお 、昨 年 3月 に0 . 5％まで引 き 下 げた 政

策 金 利 は、以 後 ２年 間 は中 立 水 準 である3.25％～3.75％を下 回 る見 込 み。 

次 回 理 事 会 は8月 31日 に開 催 予 定 。  

＜報 道 （７月 15日 付 当 地 エル・メルクリオ紙 ）＞ 

今 回 の政 策 金 利 の 変 更 は、昨 年 3月 に 0 . 5％へ引 き 下 げて以 来 始 めてとなる。また 引

き上 げ幅 は、市 場 の予 想 通 り0.25であった。 

市 場 では、6月 に中 央 銀 行 が出 した金 融 政 策 レポート（IPoM)で利 上 げが仄 めかされて

たことから、今 回 の利 上 げを織 り込 んでいた。ただ、労 働 市 場 の弱 さを背 景 に、利 上 げが

頭 打 ちになる可 能 性 もあり、このまま中 立 値 を下 回 る期 間 が続 く可 能 性 がある。 

IPoMでは金 利 の推 移 予 測 を示 しており、それによると、年 末 には1.25％～2％の間 に達

し、上 限 で2.5％になる可 能 性 があると指 摘 している。 
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 今 後 の 見 通 しに つ い て、あ るエコノミスト は、変 異 ウ イ ルスなどの不 確 実 性 や 財 政 支 援

策 の一 服 により、足 元 の成 長 やインフレが一 時 的 なものになるなどの懸 念 を示 しつつ、政

策 金 利 は、2021年 末 に1.5％、2022年 末 に2.5％と推 移 すると予 測 している。 

 

（３） 南 米 ・アジア太 平 洋 間 光 海 底 ケーブル（デサロジョパイスにおけるアドバイザーチー

ムの設 置 ：報 道 ） 

 ７月 6日 付 当 地 ディアリオ・フィナンシエロ紙 は、国 営 企 業 デサロジョパイス(Desa r ro l l o  

P a i s （DP） )がフンボルト・プロジ ェクトを 推 進 するた めのア ドバイ ザーチ ームを 設 置 し、ケ ー

ブル所 有 会 社 （SPV）の設 立 手 続 きを開 始 した旨 報 道 した。 

国 営 企 業 であるDP（旧 インフラストラクチャー・ファンド）は、アドバイザーチームを設 置 し、

ラテ ンア メリ カ とアジ ア ・太 平 洋 を 結 ぶ初 の 大 洋 横 断 型 光 ファ イ バー・ケ ーブルであ るフン

ボルト・プロジェクトを推 進 するための戦 略 的 パートナーを探 し始 めた。 

パートナーは1社 又 は数 社 を想 定 し、運 用 前 の販 売 プロセスを推 進 し、建 設 を実 行 する

役 目 を担 う。ネットワークの利 用 に関 心 のある企 業 から設 備 投 資 額 の30％相 当 のコミット

を得 ることで、このプロジェクトが産 業 界 にとって魅 力 的 であることを証 明 するのが狙 い。海

底 ケーブルの開 発 経 験 のある企 業 を優 先 的 に採 用 することをパートナーの条 件 としている。

これらの企 業 には、すでに発 表 されているアルゼンチンとブラジルのパートナー企 業 が加 わ

り、パラグアイ 、ウルグ アイ、ボリ ビア など南 米 地 域 の他 の国 の企 業 が参 加 する可 能 性 も

ある。電 気 通 信 次 官 官 房 （SUBTEL）が実 施 したフィージビリティ・スタディに 合 格 したこの

プロジ ェクト は、SP V（Sp ec i a l  P u r p o s e  Veh i c l e ）の設 立 手 続 きを 開 始 した ことで、実 行

段 階 に入 る。 

DPのマネージャーであるパトリシオ・レイ氏 は、「チリをラテンアメリカのデジタルハブに す

るという課 題 を掲 げており、そのために今 後 数 週 間 で業 界 の主 要 事 業 者 に参 加 を呼 びか

けてい く」と述 べてい る。豪 とア メリカ を 結 ぶケーブルを 運 営 してい るHaw a i k i （豪 米 間 を 結

ぶケーブル運 用 会 社 ）、Korea  Te l ecom、Te l s t r a（豪 ）などの国 際 的 な企 業 がまずターゲ

ットにされている。業 界 関 係 者 によると、GTD、C la ro、Te l x i u sなど、当 地 に拠 点 を持 つ企

業 か らの 関 心 も 求 め てい る とい う 。 今 年 中 に はパート ナ ー 候 補 からの 確 認 が 取 れ 、2 025

年 初 頭 に はプ ロジ ェ ク ト が完 成 する 予 定 。こ の構 想 の 総 投 資 額 は3億 8 , 0 0 0 万 ドル か ら4

億 5,000万 ドルとされているが、DPによればこの金 額 はフィージビリティ・スタディから得 られ

たものであり、SPVが設 立 された後 に確 認 、調 整 する必 要 があるという。ケーブルのルート

も今 のところ変 更 はなく、バルパライソ～シドニのルートが最 も費 用 対 効 果 が高 いと定 義 さ

れており、総 延 長 は約 14 ,810kmになる。 

D P はケ ーブルの敷 設 を 進 めるた めに チ ーム を 強 化 し、 事 業 部 長 としてナ タリ ア ・ロペ ス

女 史 を 採 用 した 。 彼 女 はS UB TEL の 電 気 通 信 開 発 基 金 部 長 を 務 め、 本 事 業 計 画 の基

礎 となるフィージ ビリティスタディを 実 施 した。技 術 面 では、北 米 のTe le commun i c a t i o n s  

Management  G roup（TMG）とWFN St ra teg i es（WFN）からなるコンソーシアムが、フンボル

ト・ケーブルの技 術 ・経 済 ・規 制 面 でのフィージビリティ・スタディを作 成 し、DPの戦 略 的 パ

ートナー探 しをサポ ートする。財 務 面 では、ファイナンシャル・スト ラクチャリ ングに 特 化 した

オフィスであるAlza  G roupがアドバイザーを務 める。また、国 内 外 の金 融 機 関 で投 資 銀 行

業 務 を 経 験 した カ サ・モネダ ・デ・チ レの取 締 役 会 長 であ るフェルナ ンド・サバラ・カ バダ 氏

がコンサルティングを行 う。法 律 面 では、SPVの設 立 を担 当 する法 律 事 務 所 Careyが採 用
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された。 

パン デ ミッ ク の 影 響 に より デー タ ト ラ フィッ ク 需 要 が 増 大 し、テ クノ ロジ ー 分 野 の 成 長 期

待 を 高 めた 。SUB TEL の最 新 データに よると、2020年 3月 から4月 の間 だ け で、ソーシ ャル

ネットワークの消 費 量 は103％（87 , 0 68テラバイト）、インターネットの総 データ量 は114 . 4％

（902 , 8 60テラバイト）増 加 した。今 後 、さらに大 容 量 のデータ通 信 が予 想 され、チリでのケ

ーブル建 設 は魅 力 的 なビジネスになっている。IDCのデータによると、パンデミック前 のラテ

ンア メ リ カ に お け る 固 定 デ ー タ サ ー ビ ス の 成 長 予 測 は 、 2 0 1 9 年 から 2 0 2 4 年 まで 年 平 均 1

0％であ ったが、Cov i d - 19の影 響 に より 、成 長 予 測 は予 想 より 24％高 くなり 、今 後 4年 間

の成 長 予 測 は年 12.4％となった。 

 

（４） モレノ通 信 次 官 と駐 チリ中 国 大 使 との会 談 （運 輸 通 信 省 報 道 発 表 ） 

７月 16日 、「モ」次 官 は、Niu  Q ingbao駐 チリ中 国 大 使 と会 談 し、チリがICT分 野 で展 開

しているさまざまなプロジェクトに加 え、5Gの導 入 を視 野 に入 れたデジタル接 続 の課 題 につ

いて意 見 交 換 した。また、技 術 開 発 やインフラ整 備 等 、ICT分 野 で知 識 やアイデアを交 換

することを約 束 した。 

 同 次 官 は、「チリはI CT分 野 で南 米 地 域 を主 導 する立 場 にあ り、この分 野 で世 界 を リー

ドするさまざまな国 の経 験 から学 びたいと考 えている。中 国 は主 要 な貿 易 相 手 国 であるだ

けでなく、ICT技 術 分 野 で大 きな発 展 を遂 げており、同 国 からも大 いに学 びたい」と述 べた。 

 SUBTELは、技 術 開 発 のベンチマークであり、地 域 のデジタルハブとしての地 位 を強 化 す

ることを目 的 とした様 々な国 との会 談 を開 催 している。 

 

（５） TPP１１：チリの未 批 准 がもたらす影 響 の分 析 ：報 道  

７月 14日 、ペルー国 会 は賛 成 ９７票 、反 対 ０票 、棄 権 ９票 でＴＰＰ１１を承 認 した。チリは、

同 条 約 に署 名 した１１カ国 のうち、まだ批 准 していない３カ国 のうちの１つ。２０１８年 ３月 に

チ リ で１ １ カ 国 が 署 名 。３ 年 が 経 過 し 、す で に ８ カ 国 が 批 准 した 。 チ リ では２ ０ １ ９ 年 ４ 月 下

院 で可 決 されたが、上 院 では政 府 が審 議 の迅 速 化 を主 張 しているにも関 わらず、ＴＰＰ１１

が国 に与 える影 響 についての見 解 の違 いから議 論 が巻 き起 こり、上 院 での議 論 が止 まっ

ている。 

 ＴＰＰ１１は世 界 のＧＤＰの１３％、国 際 貿 易 の１５％を占 めており、約 ５億 人 との貿 易 、関

税 の大 幅 削 減 、ア ジ ア 太 平 洋 の連 携 を 強 化 する ことができ る。 一 方 、Ｔ ＰＰ１ １ は 水 利 権

やエネルギー資 源 などの環 境 問 題 における国 の主 権 を奪 うものだとの反 対 派 の声 も上 が

っている。野 党 議 員 は、国 に与 える影 響 が完 全 には明 らかでない上 、コロナによる危 機 的

状 況 の中 では優 先 課 題 ではないと主 張 している。 

＜全 国 農 業 協 会 （ＳＮＡ）のクリスティアン・アジェンデス会 長 のコメント＞ 

ペルーの批 准 は同 種 の製 品 を生 産 するチリの競 争 力 低 下 を意 味 し、他 国 にリーダーシ

ップを 奪 われ、戦 略 的 市 場 へのチリの輸 出 拡 大 の可 能 性 が失 われることになり 心 配 して

いる。 

ＴＰＰ１１は産 業 発 展 の基 本 であり、約 ３，０００のチリ製 品 への新 しくより良 い市 場 を開

拓 し、そのうち１，６００の製 品 が林 業 ・畜 産 業 から生 み出 され、一 次 産 品 と工 業 品 で更 な

る拡 大 と雇 用 増 加 をもたらす可 能 性 がある。 

ＴＰＰ１１参 加 国 への林 業 ・畜 産 品 の輸 出 は１５％に近 く、大 きな可 能 性 を秘 めている。
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既 存 の 経 済 協 定 に よ り 約 １ ０ 年 間 で 輸 出 額 は 倍 増 し 年 間 １ ７ ０ 億 米 ドルに 達 し、１ ３ ０ カ

国 以 上 に 輸 出 されている。チリは世 界 から取 り残 されることなく、世 界 への経 済 統 合 を 続

けていかなければならない。 

政 府 はＴＰＰ１１の早 期 審 議 のため、極 めて緊 急 性 の高 い議 題 として８回 審 議 申 請 して

いるが、上 院 で滞 留 している。上 院 議 員 に対 して速 やかに議 題 として取 り上 げ、承 認 する

ことを求 める。 

＜レボジェド元 エネルギー大 臣 ・元 外 務 省 国 際 経 済 担 当 次 官 のコメント＞ 

他 国 がこのＴＰＰ１１の市 場 メリットを 利 用 しているのに、我 々は取 り残 されて負 け ること

になる。また、外 交 政 策 面 からもＴＰＰ１１の批 准 は、米 中 以 外 のパートナーとの関 係 を多

様 化 し、中 立 性 の立 場 を具 体 化 できる。 

ＴＰＰ１１は、世 界 経 済 の重 要 なパートナーと連 携 する大 きなメリットがあり、関 係 を多 様

化 できることから、チリにとって未 批 准 は良 いニュースではない。 

チリがＴＰＰ１１のような、新 しい 国 際 貿 易 ルールを作 る協 定 の最 初 のパートナ ーになれ

ず、 逆 に 特 定 市 場 で チ リ が競 合 す る 国 々 がそ れを 批 准 してい る こと は、 我 々 の 相 対 的 な

立 場 がより悪 化 することを明 確 に示 している。 

＜チリ木 材 協 会 (ＣＯＲＭＡ)のコメント＞ 

Ｔ ＰＰ１ １ は、ア ジ ア 太 平 洋 地 域 に お け る 中 小 企 業 の 国 際 化 を 推 進 す るた めに 中 小 企

業 にかかる章 を設 けた最 初 の自 由 貿 易 協 定 。 

ＴＰＰ１１によって、チリは木 材 板 等 の付 加 価 値 のある林 業 輸 出 品 の市 場 を多 角 化 する

ことができる。この条 約 を批 准 しないことは、他 国 に機 会 を与 える一 方 、チリはそれを喪 失

することを意 味 する。 

＜チリ外 務 省 が昨 年 １２月 に発 表 した報 告 書 の要 点 ＞ 

２０１８年 １２月 、豪 、カナダ、日 本 、メキシコ、ニュージーランド、シンガポールで発 効 し、

その後 ２０１９年 １月 にベトナムが批 准 。７カ国 はすでに域 内 への輸 出 を大 幅 に増 加 し、こ

の協 定 がア ジ ア 太 平 洋 地 域 の 何 百 万 もの 企 業 間 の 貿 易 促 進 にい かに 効 果 的 であ るか

を示 している。 

ＴＰＰ１１の発 効 からわずか１年 で、ニュージーランド、豪 、カナダなど、チリと同 様 の輸 出

産 品 を持 つ国 は、加 盟 国 への輸 出 量 の大 幅 な増 加 を達 成 した。豪 は２０１９年 に加 盟 国

への輸 出 量 を１６％増 加 させ、同 様 にニュージーランドは１１%、カナダは５％の輸 出 増 を達

成 した。 

チリ と比 較 す ると、逆 の影 響 が出 てい るこ とがわかる。チ リのＴ ＰＰ１ １ 加 盟 国 への輸 出

額 は、２０１９年 1月 に１２億 ５，８００万 米 ドルで始 まり、１２月 に８億 １，１００万 米 ドルで終

わり、１年 で３６％落 ち込 んだ。 

具 体 的 に は、Ｔ ＰＰ１ １ 発 効 の初 年 度 であ る２０ １９ 年 は、チリ のＴ ＰＰ１１ 加 盟 国 への輸

出 総 額 が 対 前 年 比 ７ 億 １ ，１ ０ ０ 万 米 ド ル 減 少 。こ の 落 ち 込 み の大 部 分 は、 肉 類 、 乳 製

品 、ワ イ ン、果 物 、ビジネス、林 産 物 、製 造 品 、鉱 物 、水 産 物 などで、すでに 条 約 に 批 准

し、チリと同 様 の輸 出 品 を持 つ、より良 いアクセス条 件 を持 つ国 との競 争 にさらされている。 

 

（６） ＴＰＰ１１：下 院 議 員 による当 地 紙 寄 稿 ：報 道  

 ７月 21日 付 当 地 紙 「ラ・テルセラ」は、チリ 上 院 におけるＴ ＰＰ１１ 審 議 の遅 れを懸 念 する、

ホルヘ・アレサンドリ下 院 議 員 の寄 稿 を掲 載 した。 
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先 般 、ペルー国 会 はＴＰＰ１１を承 認 した。署 名 から３年 を経 て、既 に７か国 で発 効 済 み

であり、ペルーは８か国 目 。チリを含 む残 り３か国 が未 批 准 のままである。様 々な研 究 や報

告 書 によって、ＴＰＰ１１は、それを批 准 した国 に期 待 された効 果 をもたらし、景 気 回 復 に有

用 なツールであ ることが証 明 されてい る。したがって、ペ ルーの承 認 を 受 け て、チリ が批 准

すべき緊 急 性 は一 層 高 まっている。 

 チリとペルーは、鉱 業 、漁 業 、農 業 などの分 野 で共 通 した産 品 を輸 出 している。また、遠

隔 地 となる輸 出 先 や広 範 な貿 易 協 定 ネットワークにも共 通 点 がある。したがって、過 去 １

０年 間 で、新 鮮 なブドウ、ブルーベリー、ア ボカドを含 むチリ産 品 が国 際 市 場 でペルーとの

競 争 の激 化 に直 面 してきた。チリのＴＰＰ１１締 約 国 への輸 出 品 の６８％がペルーと競 合 し

ている。 

 しかし、ＴＰＰ１１に反 対 する人 たちは、チリが既 に他 の１０か国 と二 国 間 協 定 を結 んでい

るとの理 由 から、ＴＰＰ１１の批 准 を不 必 要 と見 なしている。同 じ議 論 は６か国 と二 国 間 協

定 を 結 んでいるペルーも同 様 であ るにもかかわらず。したがって、ペ ルーが批 准 したにもか

かわらず、チリが批 准 しない状 態 が続 けば、ペルーに対 して当 国 が競 争 力 を失 うことは明

らかである。そして、重 要 な資 金 調 達 源 である海 外 からの投 資 については、ペルーはＴＰＰ

１１発 効 後 、国 の保 証 を得 て、より近 代 的 でバランスがとれた法 的 な枠 組 みを導 入 するこ

とになり、海 外 からの投 資 を一 層 誘 致 しやすくなる。 

 英 国 は、 ＥＵ からの離 脱 後 、Ｔ ＰＰ 加 入 を 申 請 中 。チ リ は、未 批 准 のた めそ の加 入 交 渉

に参 加 することができない。これはチリにとり特 権 的 地 位 の喪 失 である。 

 共 産 党 のバジェホ下 院 議 員 とカリオラ下 院 議 員 は、下 院 で承 認 されたいくつかの法 案 に

ついて上 院 での審 議 の遅 れを批 判 しているが、下 院 で２０１９年 ４月 に承 認 されたＴＰＰ１１

は、どうなのだ（それこそ承 認 を急 ぐべきではないか。）。 

 

（７） ５G等 に関 するチリ学 生 に対 するファーウェイ社 の研 修 協 力 ：報 道  

７月 28日 付 当 地 ラ・テルセラ紙 に、５G等 に関 するチリ学 生 に対 するファーウェイ社 の研

修 協 力 に関 する広 告 が掲 載 された。 

ファーウェイの「Seeds  Fo r  The  Fu tu r e」プログラムは、ICT分 野 での開 発 や研 修 を通

じて、チリ の人 材 育 成 への貢 献 を 目 的 とし て実 施 されてい る。15 の教 育 機 関 から 公 募 で

選 出 された60名 の学 生 を対 象 としている。研 修 内 容 はAI、５G、クラウドコンピューティング

の3つの必 修 科 目 があり、テクノロジー、文 化 、リーダーシップに関 する15時 間 のストリーミ

ングセッションや中 国 文 化 の追 加 学 習 コースも用 意 されている。 

 第 4回 目 となる今 回 のプログラムは、7月 26日 から8月 2日 に開 催 され、初 めて「Tech4Go

od」と呼 ばれるグループ活 動 が含 まれ、学 生 はファーウェイの多 様 なメンターとともに、テク

ノロジーを活 用 して社 会 や環 境 の問 題 を解 決 するインパクトのあるプロジェクトを開 発 する。

受 賞 者 は、世 界 各 地 の優 秀 なプロジェクトとともに最 終 選 考 会 に参 加 し、当 社 からさまざ

まな賞 品 を獲 得 することができる。 

 開 会 式 には、モレノ通 信 次 官 が参 加 し、「業 界 がこのようなイ ベントを 開 催 することは極

めて重 要 。優 秀 なチリ の人 材 を集 めるために、国 内 の様 々な大 学 での研 究 を奨 励 するこ

とは、 官 民 双 方 の 義 務 であ る」 と 述 べ た 。 卒 業 生 で クラ スの 最 優 秀 学 生 の 一 人 と し て 表

彰 されたエンジニアは、「このコースの特 徴 は、ICT等 プログラム の他 に 中 国 の文 化 とその

様 々な影 響 を学 ぶことができることであり、とても豊 かな経 験 になる」と述 べている。 
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（８） 農 業 界 からのTPP11承 認 の呼 びかけ：報 道  

７ 月 27日 付 当 地 紙 エ ル・メルクリオ （電 子 版 ）等 が、26日 に 開 催 された 全 国 農 業 協 会

（SNA）セミナーにおいて、クリスティアン・アジェンデス会 長 及 びウンドゥラガ農 業 大 臣 がTP

P11承 認 を議 会 に呼 びかけた旨 報 じた 

26日 、「2020-2021年 の農 業 界 の動 向 」とのテーマで、全 国 農 業 協 会 （SNA）主 催 のセ

ミナーが開 催 され、クリスティアン・アジェンデス会 長 、ウンドゥラガ農 業 大 臣 等 多 数 の関 係

者 が参 加 した。 

 「ア」会 長 は、基 調 演 説 を 行 い、チリ 農 業 界 が直 面 する主 な課 題 として、労 働 者 不 足 、

南 部 アラウカニア地 方 における林 業 企 業 への襲 撃 、干 ばつ、さらにはTPP11等 の外 国 貿

易 の促 進 を取 り上 げた。 

 TPP 11等 の外 国 貿 易 の促 進 について「ア 」会 長 は、チリの未 批 准 が続 い てい ることに よ

り 、TP P 11 締 約 国 は チ リ のリ ーダ ーシ ッ プ と 輸 出 拡 大 の 可 能 性 のみならず 、 既 に 外 貨 収

入 も奪 っている、2週 間 前 にペルーがTPP11を批 准 したことで、署 名 国 11カ国 のうちラテン

アメリカ で署 名 してい ないのはチリだ けになった、英 国 など他 国 がTPP11への参 加 を 熱 望

してい る中 、チリはそ のチャンスを 活 かしきれていない、TPP11はチリとその労 働 者 に 多 大

な利 益 をもた らすなど無 数 のメリットがあり、直 ちに批 准 しない 理 由 はない 、議 会 にお いて

一 刻 も早 く承 認 するよう求 める、と力 説 した。 

 「ウ 」 農 業 大 臣 もこ の問 題 を 取 り 上 げ、 T P P 11を は じ め 様 々な 手 法 で 輸 出 市 場 の 拡

大 を図 る必 要 がある、中 国 市 場 への過 度 の依 存 によってコロナウイルス検 出 との誤 情 報

で大 打 撃 を受 けたチェリーのようなことがあってはならない、政 府 としてTPP11の批 准 を支

持 し推 進 している、と述 べた。 

 

（９） 中 国 輸 出 入 銀 行 の拠 点 設 置 ：報 道  

７月 28日 付 当 地 紙 「ディアリオ・フィナンシエロ」は、チリ金 融 市 場 委 員 会 が、中 国 国 営

の中 国 輸 出 入 銀 行 のチリ事 務 所 開 設 を許 可 したと報 道 した。 

 チリではこれまでのところ、中 国 建 設 銀 行 と中 国 銀 行 が進 出 していたが、このたび、新 た

に中 国 輸 出 入 銀 行 の駐 在 員 事 務 所 の開 設 がチリ金 融 市 場 委 員 会 により許 可 された。 

 関 係 者 によると、中 国 輸 出 入 銀 行 は、中 国 企 業 の対 外 貿 易 や開 発 戦 略 を支 援 する機

関 と して 世 界 的 に 知 られてい る。 同 社 の 会 長 は 、 中 国 人 民 銀 行 の副 総 裁 でもあ る 胡 暁

連 （Hu  X i a o l i a n ）が務 めてい る。同 氏 は中 国 で最 も権 力 のあ る女 性 として考 えられ、『ウ

ォール・ストリート・ジャーナル』紙 でも、世 界 の金 融 部 門 で最 も重 要 な経 営 者 の一 人 と紹

介 されている。また、習 近 平 国 家 主 席 が諸 外 国 との貿 易 関 係 を強 化 するために行 った累

次 の外 国 訪 問 に同 行 している。 

 同 行 は中 国 国 内 に32の支 店 を持 ち、海 外 では、パリ、サンクトペテルブルク、中 東 、アフ

リカの4カ所 にオフィスを構 えている。最 新 の公 表 データによると、2019年 末 時 点 の同 社 の

資 産 は7100億 米 ドルにのぼる。また海 外 において積 極 的 に資 金 協 力 を行 っており、中 南

米 では、2018年 にエクアドルに対 して、交 通 インフラの震 災 復 興 ための融 資 を実 施 したほ

か、2020年 にはアルゼンチン最 大 の太 陽 光 発 電 所 の建 設 にも出 資 している。 

 現 在 、チリに おい ては、中 国 建 設 銀 行 と 中 国 銀 行 が、中 国 と チリの貿 易 ・投 資 円 滑 化

の橋 渡 しを担 っている。中 国 建 設 銀 行 は南 米 初 の人 民 元 取 引 決 済 銀 行 として2016年 に、
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中 国 銀 行 はフレイ元 大 統 領 の支 援 を受 け2018年 に、それぞれチリに拠 点 が設 立 された。 

 

（１０） 4回 目 の年 金 積 立 金 の引 き出 し審 議 ：報 道  

７月 28日 付 当 地 紙 「エル・メルクリオ」は、年 金 積 立 金 からの4回 目 の引 き出 しを認 める

法 案 について、8月 から下 院 憲 法 委 員 会 で議 論 が開 始 されると報 じた。 

 年 金 積 立 金 からの 引 き 出 しは、20 20 年 7 月 に 1回 目 の 引 き 出 しが決 定 されて 以 降 、現

在 まで3回 実 施 されているところ、今 般 、4回 目 の引 き 出 しについ て、8月 11日 から下 院 憲

法 委 員 会 で 審 議 が 行 われる こと となった 。複 数 の 法 案 が提 示 される 予 定 であ り 、そ の中

には、年 金 積 立 金 から全 ての資 金 を引 き出 す案 も含 まれる。 

 マルコス・イ バラカ 憲 法 委 員 会 委 員 長 （野 党 ：社 会 党 （ＰＳ））は 、失 業 率 が 高 く 雇 用 回

復 が停 滞 している中 、家 計 への財 政 支 援 策 である緊 急 家 庭 手 当 （ＩＦＥ）が期 限 を迎 えよ

うとしてい るた め、再 度 の年 金 積 立 金 の 引 き 出 しが必 要 であ る、と述 べた 。また、与 党 議

員 の中 にも別 の観 点 から100％の年 金 積 立 金 引 き出 し案 を支 持 する声 があり、ホルヘ・ア

レサンドリ議 員 （与 党 ：独 立 民 主 連 合 （ＵＤＩ））は、左 派 政 権 となった場 合 、現 行 の年 金 積

立 金 は政 府 に吸 収 され、新 しいシステムが作 られる可 能 性 があるため、今 のうちに100％

の引 き出 しを行 うべき、としている。 

 ピニェラ大 統 領 は、ＩＦＥにより社 会 保 護 ネットワークは整 備 されているほか、雇 用 面 では

コロナ禍 で失 われた200万 人 の雇 用 のうち、既 に100万 人 が回 復 してきている（ので更 なる

年 金 積 立 金 の引 き出 しは不 要 ）と牽 制 した。また、オッサ大 統 領 府 長 官 も、雇 用 に大 きな

課 題 があ る 中 、 再 度 、 年 金 積 立 金 の 引 き 出 しを 行 う こ とが 正 し い 方 向 に 進 んで い る とは

思 えないと述 べた。 

 4回 目 の年 金 積 立 金 引 き 出 し 法 案 の 審 議 見 込 みの懸 念 から 、チ リ 株 式 市 場 は下 落 。

ペソ売 りが加 速 し、債 券 価 格 も下 落 （利 回 りは上 昇 ）した。 

 

（１１） 4月 から6月 の失 業 率 ：チリ国 家 統 計 局 プレスリリース及 び報 道  

＜7月 30日 チリ国 家 統 計 局 （INE）プレスリリース＞ 

本 年 ４月 から6月 までのチリの失 業 率 は、9 . 5％となった。前 年 同 期 から2.7ポイント改 善

し、前 回 5月 までの失 業 率 から0 .5ポイント改 善 した。前 年 同 期 に比 べ労 働 力 人 口 は9.2%

増 加 したが、雇 用 者 数 が12 . 6％増 加 し、失 業 者 が15 .1％減 少 した。性 別 では、女 性 の失

業 率 は9.7%、男 性 の失 業 率 は 9 . 3%であった。また、首 都 圏 州 の6月 までの失 業 率 は、10 .

3％であり、前 回 5月 までの値 から2.4ポイント減 少 した。 

業 別 で見 ると、建 設 業 が40 . 2％、商 業 が13 . 0％、宿 泊 サービス及 び外 食 産 業 が37 . 6%

それぞれ増 加 した。職 種 別 では、自 営 業 が35 .1%、正 規 労 働 者 が6.6％増 加 した。非 正 規

雇 用 率 は26.0％で、前 年 同 期 から3.6ポイント増 加 した。 

＜報 道 （30日 付 「ディアリオ・フィナンシエロ」紙 電 子 版 ）＞ 

4月 から６月 までの就 業 率 は50 . 6％と、5月 までの値 と変 わらなかった。また、生 産 年 齢

人 口 に 対 す る労 働 力 人 口 を 示 す 労 働 参 加 率 で見 ると 、失 業 中 の人 々が求 職 活 動 を や

めたため、5月 までの値 から0 . 4ポイ ント減 少 して55 . 9％となった 。このことが失 業 率 のわず

かな減 少 につながったと見 られる。 

I  N  Eのサンドラ・キハダ氏 は、6月 の最 終 週 に移 動 制 限 が解 除 されたため、就 業 者 数

が前 回 と 比 べわずかに 増 加 した が増 加 し たのは男 性 のみ、と 述 べた 。また 、経 済 活 動 の
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回 復 が労 働 市 場 に 活 力 を 与 えることが期 待 されているとしつ つ、比 較 ベースの前 年 が非

常 に低 い水 準 にある中 での増 加 であることに注 意 する必 要 があると述 べた。 

 

（１２） 6月 のIMACEC：中 銀 プレスリリース及 び報 道  

＜８月 ２日 中 銀 プレスリリース＞ 

6月 のIMACECは前 年 同 月 比 20 .1％増 となった。季 節 調 整 済 の対 前 月 比 は2.1％増 、1

2ヶ 月 累 計 （ 季 節 調 整 済 指 数 の 対 前 年 同 月 比 ）では20 . 4％増 となった 。なお 、今 回 の数

値 も、先 月 に続 き、大 きな下 落 を 記 録 した 昨 年 ６ 月 のIMACEC（▲13 . 6％）が比 較 対 象 と

された点 を考 慮 する必 要 がある。 

業 種 別 で見 る と、 商 業 は46 . 4 % 増 （ 対 前 月 比 2 . 0％ 増 ）、 サー ビスは17 . ８ % 増 （ 同 2 . 3％

増 ）、財 の生 産 は13 . 2%増 （同 2 . 0％増 ）となった。商 業 の成 長 は家 計 への経 済 的 な 政 府

援 助 及 び年 金 積 立 金 の引 き出 しの効 果 が大 きく、サービスの成 長 は教 育 や医 療 の貢 献

が大 きい 。また 、財 の生 産 は建 設 業 が21 . 8 %、製 造 業 が18 . 8％増 と貢 献 が大 き い 一 方 、

鉱 業 は▲0.5％の減 少 となった。 

＜報 道 （２日 付 「エル・メルクリオ」紙 ）＞ 

ロドリゴ・セルダ財 務 大 臣 は、前 年 比 20 .1％増 は前 年 の反 動 効 果 を遥 かに超 えた回 復

である、と述 べた 。また、ピニェラ大 統 領 は、この回 復 に より 多 くの雇 用 が創 出 され、中 小

企 業 や企 業 家 にとってビジネスのチャンスになると述 べ、今 回 の成 長 の重 要 性 を強 調 した。 

中 央 銀 行 による事 前 の市 場 予 想 調 査 では、6月 のIMACECの予 想 は前 年 比 16 . 5％増

であったが、これを上 回 る結 果 となった。また、6月 中 旬 に隔 離 措 置 があったため、季 節 調

整 済 の前 月 比 は0.5％増 の予 想 と慎 重 に見 る意 見 もあったが、結 果 はこれを上 回 り、ワク

チン接 種 によるモビリティパスが成 長 を支 えたとみられる。 

チリ大 手 のB C  I銀 行 は、2021年 の経 済 成 長 率 を9. 2%に引 き上 げ、家 計 支 援 の継 続

や政 治 問 題 の進 展 を前 提 に2022年 は1.8%の成 長 を見 込 んでいる。 

ある専 門 家 は、労 働 市 場 がコロナにより失 われた百 万 の雇 用 を 回 復 するためには、現

在 停 滞 している投 資 の回 復 が必 要 であると指 摘 している。また、今 後 の不 確 実 性 として、

首 都 圏 州 で暴 動 の再 発 、パンデミックの新 たな波 の他 、鉱 業 ロイヤルティによる鉱 業 会 社

の投 資 プロジ ェクト の停 止 などを 挙 げる エコ ノミスト もお り 、これらが解 消 されない 限 り 、 予

想 以 上 の成 長 は難 しいとしている。 

 

（１３） チリ政 府 のアナログ放 送 終 了 スケジュール変 更 ：報 道  

政 府 は、アナ ログ 信 号 を 停 波 する「デジ タ ルテ レビ法 」の展 開 ス ケジュ ールの変 更 を 再

び適 用 した。2014年 に制 定 されたこの規 則 の変 更 は２度 目 であり、TVN、Mega、Cana l  1

3、La  Red、TV+、CHVの財 政 上 及 びパンデミックの理 由 により変 更 されることとなった。新

たなスケジュールでは、当 初 予 定 の5月 から12月 15日 に延 期 されるが、最 終 的 なアナログ

停 波 期 限 の2024年 ４月 は維 持 される。 

中 間 期 限 の第 一 は2021年 で、16の地 方 州 都 の100％を デジ タル化 が義 務 づけ られて

いる。第 二 は、2022年 までに56の地 方 県 都 の少 なくとも50％をデジタル化 し、その後 の12

ヶ月 間 で残 りの半 分 をデジタル化 する。そ して、2024年 4月 までに、アナログ 放 送 を100％

停 波 しなければならないと規 定 されている。 

 第 一 期 限 の 進 捗 状 況 と しては、Ca na l 1 3 は28のコンセッ シ ョ ン を 移 行 ・ 構 築 してい る 。2
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位 はCHVとUn ive rs i d ad  de  Ch i l e（独 自 のプロジェクトあり）が16。これにMega（12）、TVN

（6）が続 く。一 方 、CNTVのデータによると、La Redはデジタルアンテナを設 置 していない。 

今 年 4月 、全 国 テ レビ協 会 （Ana te l )が、大 統 領 の許 可 を 得 る必 要 のあ るスケジュ ール

の2度 目 の 変 更 を 求 めて運 輸 通 信 省 通 信 次 官 官 房 （Sub t e l ）の門 を 叩 い た 。 業 界 は中

間 期 限 を 廃 止 し、ア ナログ 停 波 の期 限 を2026年 にすることを 希 望 していたが、今 般 発 表

された新 しいロードマップは業 界 の期 待 に応 えるものではなかった。Ana te lがヒディ通 信 次

官 （当 時 ）に 送 った 書 簡 では、社 会 騒 乱 、深 刻 な金 融 危 機 とい う不 可 抗 力 によって計 画

が実 行 できなくなったため、2年 間 延 長 しなければならないと主 張 した。また、パンデミックに

よる衛 生 管 理 上 の理 由 から、2020年 から2021年 の間 に展 開 を行 うことが技 術 的 に困 難

であると分 析 した。しかし、ヒディ氏 が退 任 したことにより、一 時 停 滞 したが、大 統 領 が新 プ

ランを 承 認 した3日 後 、Ana te lはモレノ通 信 次 官 と会 談 し、業 界 としての問 題 点 を 提 起 し

た。この会 議 では、マッシミリアーノ・ルクシックやフランシスコ・ギホンなど、すべての放 送 局

のトップが、ケ ーブル事 業 者 が合 意 した 再 送 信 の費 用 を 負 担 す るた めに、デジ タルテ レビ

のカバー率 を コントロールする方 式 を 進 めなければならない と話 した。そ のためには、合 意

した各 都 市 の人 口 の85％がカバーされていると証 明 されなければならないが、パンデミック

の影 響 で実 現 していない。各 局 が規 則 で定 められた割 合 に準 拠 していることを保 証 するた

めに、ソフトウェアを介 して測 定 を適 用 することで解 決 策 が提 案 された。 

 

（１４） 鉱 業 ロイヤルティ法 案 に対 するジラルディ上 院 議 員 の提 案 ：報 道  

７月 31日 付 当 地 紙 「エル・メルクリオ」は、ギド・ジラルディ上 院 議 員 が鉱 業 ロイヤルティ

法 案 において増 税 の前 倒 しを導 入 する提 案 を示 唆 した旨 報 じた。 

 上 院 鉱 業 委 員 会 の公 聴 会 において、同 委 員 会 のメンバーであるギド・ジラルディ上 院 議

員 （ 野 党 ＰＰＤ )は、 鉱 業 ロイ ヤルテ ィ 法 案 に つ い て２ ０ １ ０ 年 の 大 震 災 後 に 実 施 された 法

律 と 同 じよ うに 増 税 を 前 倒 し するモ デルを 提 案 した が 、大 手 鉱 山 会 社 から 投 資 に 大 き な

影 響 が出 るとの強 い批 判 を受 けた。 

 同 議 員 は、グリ ーンマイ ニ ング を 目 指 して 産 業 の変 革 に 取 り 組 むことや鉱 業 がグ リ ーン

水 素 開 発 を 促 進 する 存 在 になることが不 可 欠 であ る。もちろ ん、リチウ ムや銅 などを 再 び

国 有 化 することには賛 成 しないが、競 争 力 を維 持 しつつ、効 果 的 で合 理 的 な課 税 が必 要

であると述 べた。 

 また 、同 議 員 は、少 なくとも 豪 州 と 同 程 度 の税 制 を 持 つ べき であ り 、そ れは問 題 ない は

ずである。２０２４年 まで増 税 しないとしている現 行 特 定 鉱 業 税 の制 度 を修 正 し、来 年 から

前 倒 しで鉱 山 会 社 がより多 くの税 金 を払 うことを提 案 したいと示 唆 した。また、明 確 なルー

ルを確 立 すれば同 意 してくれる大 手 鉱 山 会 社 もある。鉱 山 会 社 の安 定 も保 証 する新 たな

ルールをつくれるはずだとも述 べた。 

鉱 業 委 員 会 に 出 席 し たイバン・ア リアガ ダ・アントファガ スタ・ミネ ラルズ 社 社 長 は、今 、

チリは鉱 業 を 一 層 発 展 させ、気 候 変 動 対 策 などを 支 援 するまたとない 機 会 に 直 面 し、そ

の責 任 を抱 えていると強 調 した。また、鉱 業 は、チリにおけるイノベーションとテクノロジーの

変 革 の根 幹 となり 得 るものであり 、そのパイオ ニア となる規 模 と サプライ チ ェーンを 持 つ 数

少 ない産 業 の一 つであると述 べた。 
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（１５） 新 たなＩＤシステム入 札 と中 国 Ais ino社 ：報 道  

7月 26日 、当 国 法 務 省 に所 属 する市 民 登 録 局 は、先 般 行 われた「IDシステム、IDおよ

び旅 券 の新 しいモデルのための入 札 」で、中 国 企 業 Ais i n o社 を 中 心 とするコンソーシアム

が2億 2200万 米 ドルの金 額 を提 示 した。同 額 は、競 合 する5社 の中 で最 低 価 格 であり、今

回 は経 済 的 要 素 が65％、技 術 的 評 価 が30％の割 合 で最 終 決 定 に 影 響 することを 考 慮

すると、決 して小 さな問 題 ではない。 

 現 在 、国 民 IDカ ードのコンセッショ ンを 持 っているインデミア( I d em i a )社 は、245百 万 米 ド

ルの入 札 額 で第 2位 となった。ソンダ(Sonda )とタレス(Tha les )の提 携 （2億 6 ,100万 米 ドル）、

テレフォニカ・チリ(Te l e fon i ca  Ch i l e ) （ 3億 300万 米 ドル）、最 後 にベリドス(Ve r i d os )が3億

7,900万 米 ドルで続 いた。 

 チリではあまり知 られていないが、Ais i no社 はファーウェイ、アリババ、シャオミ、テンセント

と並 ぶ中 国 の5大 テクノロジー企 業 の一 つ。主 な事 業 内 容 は、金 融 分 野 を中 心 としたITセ

キュリテ ィ、 Io T、金 融 情 報 化 。現 在 、 主 に アフリカ 、東 アジ ア 、中 東 の国 々で、公 的 部 門

向 け に い くつ かのプロジ ェクト が進 行 中 、または提 案 されてい る。 ヨ ーロッパでは、ロシ アと

ベラルーシで「準 備 中 」のプロジェクトがある。米 州 大 陸 では、チリでの入 札 を除 いて、プロ

ジェクトはない。上 海 証 券 取 引 所 に上 場 しており、中 国 国 家 が所 有 するCASIC（Ch i na  A

e rospace  Sc i ence  a nd  I ndu s t r y  Co rpo r a t i on  L im i t ed）がグループ化 して管 理 する企

業 グループの一 員 。このコンソーシアムは、コーポレートサイトによると、世 界 のトップ500企

業 の一 つであり、世 界 の防 衛 関 連 企 業 のトップ100に入 っている。ウェブサイトの情 報 によ

ると、「中 国 の宇 宙 産 業 のバックボーンであ り、中 国 の産 業 情 報 化 の発 展 をリードする存

在 である。」と記 載 されている。CASICは、19の国 家 重 点 実 験 室 または工 学 技 術 センター、

28の科 学 技 術 革 新 プラットフォームを所 有 している。従 業 員 は約 2万 人 。2021年 第 1四 半

期 の資 本 金 は233億 米 ドルで、2020年 同 期 （356億 米 ドル）を大 幅 に下 回 った。 

 「A」社 は、今 回 の入 札 に、他 の4社 とともに参 加 している。その中 には、中 国 のHis in g  T

echno l o gy社 、I r i s t a r社 、Y i t u社 など、人 工 知 能 やある種 の技 術 開 発 を得 意 とする企 業

がある一 方 で、データを管 理 し、IDカ ードや旅 券 を 印 刷 してい るドイツのMuh l b au e r社 もこ

のコンソーシアムに参 加 している。同 ドイツ企 業 は前 回 はIdem ia社 （旧 Morpho社 ）とともに

入 札 に参 加 したが、その後 解 約 している。 

 「A」社 の立 場 は優 位 とは言 え、プロセスに疑 念 を生 じさせる可 能 性 がある。実 際 、安 価

な入 札 に よっ てカ ード や旅 券 の 技 術 的 な 質 が低 下 す るので はな い かと い う 懸 念 が すで に

示 されている。入 札 のテクニカルスコアでは、他 の入 札 者 がすべて30点 だったのに対 し、同

社 は28 .1点 と最 悪 のスコアであった。また、落 札 した企 業 が今 後 10年 間 もシステムを管 理

することを 考 えると、入 札 文 書 では、市 民 登 録 を 運 営 する会 社 がデータや個 人 情 報 を扱

うことはないとされているが、データ処 理 の安 全 性 も考 慮 する必 要 がある。 

 最 近 では、特 に米 国 から、この側 面 における中 国 企 業 に対 する疑 問 が世 界 的 に寄 せら

れている。 約 1年 前 、ワシントンと北 京 の貿 易 摩 擦 が頂 点 に達 していた頃 、FB Iは、中 国

で事 業 を展 開 している外 国 企 業 のネットワークにマルウェアが密 かにインストールされてい

る疑 い があ るとして、 米 国 企 業 に 警 告 を 発 した 。F B I に よれば、このソフトウ ェアはコンピ ュ

ータ・ネットワークに侵 入 し、中 国 で活 動 する米 国 企 業 のデータを盗 むことができるという。

FB Iは「A」社 でこのマルウェアを検 出 したと付 け 加 えたが、その後 同 社 はその情 報 を 否 定

した。 
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 本 紙 は「A」社 のMa  Zhe n sho u副 社 長 に インタビューを 実 施 した。同 副 社 長 はデータ保

護 が同 社 の提 案 の「重 要 な要 素 」であると述 べた。「各 国 が重 要 なデータを守 るために最

善 を尽 くしていることから考 えると、データの利 用 をめぐる中 国 と米 国 の紛 争 は驚 くに値 し

ない。当 社 は情 報 セキュリティをコアビジネスとしており、多 くの財 源 を同 分 野 に費 やしてき

た。同 時 にユーザーのデータに一 切 触 れないことを堅 持 している。我 々はシステムサービス

を提 供 するだけで、すべてのデータはユーザーが管 理 している」と述 べた。 

 また、市 民 登 録 の入 札 を勝 ち取 る可 能 性 以 外 に、チリでどのような計 画 を立 てているの

かとい う問 いに 対 して、「チリは南 米 市 場 のプラット フォーム であり 、ラテ ンア メリカ でのビジ

ネスを拡 大 するための拠 点 と考 えてきた。今 後 、コロンビア、アルゼンチン、ブラジル、ペル

ー、ウ ルグ ア イ など 他 国 で も 同 じよ うなニ ー ズ があ れば、 積 極 的 に 支 援 して プ ロジ ェ ク ト に

参 加 していきたい。チリにオフィスを開 設 するだけでなく、現 地 の従 業 員 を雇 用 し、関 連 産

業 チ ェ ーン の 中 国 企 業 に チ リ への 投 資 を 紹 介 す る。また 、 事 業 領 域 は、 税 務 、交 通 、 金

融 、I oT、司 法 書 士 事 務 など非 常 に多 岐 に わたり、将 来 的 には、チリ政 府 に 複 数 の産 業

のサービスを提 供 する機 会 があることを期 待 している」と語 った。 

 今 回 の入 札 におけ る市 民 登 録 局 の主 な目 的 の1つは、IDカードと旅 券 の価 格 を 下 げる

ことだ が、 前 述 のよ う に 、技 術 的 な問 題 や データ 保 護 の 問 題 を 無 視 す るこ とはでき な い。

次 のステップは入 札 結 果 の発 表 であり、その期 限 は10月 6日 となっている。その後 、11月 1

9日 に は落 札 企 業 と の契 約 締 結 の 目 安 と なる日 があ り 、2022年 12月 に 操 業 を 開 始 する

予 定 。 

 

（１６） サイバーセキュリティに対 する不 安 ：当 地 有 識 者 の論 考 ：報 道  

7月 31日 付 当 地 エル・メルクリオ紙 に「サイバーセキュリティに対 する不 安 」と題 するエル

ナン・フェリペ・エラスリス・チリ外 交 評 議 会 会 長 （元 外 相 ）の論 考 が掲 載 された。 

チリ では、個 人 情 報 保 護 の分 野 では、前 世 紀 末 に 制 定 された 法 律 が依 然 として 適 用

されてお り 、そ の改 正 案 は数 年 前 から議 会 で棚 晒 しに されてい る。つ まり、個 人 の 権 利 、

デジタル・トランスフォーメーショ ンの目 覚 ましい進 展 に よる影 響 、そしてグローバルな政 治

的 現 実 が無 視 されている状 況 が続 いているということだ。 

 これに関 連 して、IDカードと旅 券 の製 造 に関 する入 札 が物 議 を醸 している。中 国 企 業 が

最 も経 済 的 に 優 れた 提 案 で応 札 したが、これが認 められれば、中 国 政 府 はすべてのチリ

国 民 と外 国 人 居 住 者 の指 紋 を含 む識 別 情 報 を入 手 できるようになる。中 国 の治 安 制 度

では、当 局 が関 心 をもつ企 業 や居 住 者 のすべての情 報 を要 求 することができ、共 産 党 が

統 治 してい るため、入 手 された 情 報 が同 じ考 えを 持 つ 他 国 の政 党 や政 権 とも共 有 される

環 境 にある。にもかかわらず、政 府 当 局 はまたしても、これが国 家 安 全 保 障 に関 わる戦 略

的 考 慮 事 項 であることを見 過 ごしてしまう可 能 性 がある。 

 サイバーセキュリティのガバナンスも同 様 な懸 案 事 項 である。情 報 関 連 の重 要 なセキュリ

ティとインフラに関 する基 本 法 の成 立 は、何 年 も前 から期 待 されていた。今 年 、ピニェラ大

統 領 は、そ の法 案 の提 出 を 発 表 した が、まだ提 出 されておらず、彼 の任 期 中 には確 実 に

成 立 しないであろう。その間 は、前 政 権 の政 策 と現 政 権 の2つの政 令 が適 用 されるが、い

ずれも適 用 範 囲 が限 定 されてお り 、 法 律 ほ どの効 力 がない 。また 、2020 年 以 降 、この 分

野 で民 間 企 業 との調 整 を行 ったり、現 在 の脆 弱 な規 範 の適 用 を監 督 し、新 しく予 測 可 能

な状 況 への対 処 を提 案 する能 力 を持 つ、新 たな大 統 領 補 佐 官 が任 命 されていないが、こ
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れも政 府 のやる気 のなさを露 呈 している。 

 サイバー攻 撃 は、基 本 的 なサービスを妨 害 し、政 府 を不 安 定 にし、選 挙 を混 乱 させ、国

の主 権 や 関 係 を 危 う くするよ うな機 密 情 報 を 盗 むた めのツールと して使 われてい る こと が

証 明 されている。その証 として、バイデン米 大 統 領 とプーチン露 大 統 領 の初 の会 談 では、

サイバー攻 撃 が議 題 の優 先 事 項 として取 り上 げられた。 

 サイバー攻 撃 のインシデントを予 防 ・管 理 するために、適 切 で重 層 的 な組 織 とリソースを

備 えた 国 家 サイバーセキュリティ庁 の設 置 は不 可 欠 である。現 在 の空 洞 状 態 は、犯 罪 を

助 長 し、 国 家 安 全 保 障 に 反 するも のであ り 、国 民 とそ の 財 産 を 無 防 備 に し、 公 共 ・ 民 間

サー ビス の 継 続 を 危 うく し 、 機 密 情 報 の 保 護 や 詐 欺 ・ 犯 罪 対 策 に 貢 献 す る 外 国 の 専 門

機 関 との適 切 なレベルでの連 携 を困 難 にしている。 

 

（１７） TPP11：ペルーと競 合 するチリ品 目 ：報 道  

８ 月 ３ 日 付 当 地 紙 「エ ル・メルクリオ 」は、ペ ルーTPP 11批 准 に より影 響 を 受 け るチリ 品

目 について、チリ外 務 省 国 際 経 済 関 係 次 官 官 房 （SUBRE I ）が分 析 した資 料 の内 容 を報

じた。 

ペルーTPP 11批 准 を 受 け、チ リ 外 務 省 国 際 経 済 関 係 次 官 官 房 （SUBR E I ）は、ペ ルー

と比 較 してチリが関 税 上 不 利 となる主 要 品 目 を例 示 した資 料 を作 成 した。 

 日 本 市 場 における柑 橘 類 （生 鮮 ・乾 燥 含 む）について、ペルー産 生 鮮 オレンジがTPP11

に 基 づき 2025年 までに 無 税 となる一 方 、チ リ 産 は６ 月 から11月 まで16％、そ れ以 外 の期

間 は32％となる。また、マンダリン等 の柑 橘 類 はペルー産 5.6%（2023年 4月 以 降 は無 税 ）と

なる一 方 、チリ産 が17％と不 利 になる。 

 ベトナム市 場 においても、柑 橘 類 についてチリ・ベトナムFTAで自 由 化 されなかったことか

ら、生 鮮 オレンジ・レモン・マンダリン（TPP11批 准 国 ：無 税 、チリ：20％）、乾 燥 オレンジ（TP

P11批 准 国 ：6 . 6%、チリ：20％）について不 利 となる。さらに、生 鮮 ブドウとリンゴ（TPP批 准

国 ：無 税 、チリ：8％）についてもやや不 利 となっている。 

 カナダ市 場 では、食 肉 製 品 （鶏 及 び七 面 鳥 ）（TPP11批 准 国 ：無 税 、チリ：12 .5％）、その

他 の食 肉 製 品 （TPP11批 准 国 ：7 .9％、発 効 7年 目 より無 税 、チリ：12 . 5％）が不 利 となる。

また、チリ・カナダFTAに基 づき、WTO枠 内 数 量 においてチリ産 乳 製 品 は無 税 となっている

が、枠 外 のものは200 ％の関 税 が課 されてい る。一 方 でカ ナ ダ はTP P 11批 准 国 を 対 象 に

共 同 の無 関 税 枠 を供 与 しており、ペルーもこれにアクセスすることになる。さらに鶏 卵 とブロ

イラーについても、チリ・カナダFTAで除 外 されており、TPP批 准 国 が段 階 的 に関 税 削 減 ・

撤 廃 される一 方 で、チ リ 産 に はWTO枠 内 数 量 を 超 えるものは、238％の関 税 率 が適 用 さ

れている。 

 工 業 製 品 の分 野 で は、日 本 市 場 に お け る塩 化 ナ トリ ウ ム 類 （重 量 の70％ 以 上 が2 . 8ｍ

ｍのメッシュを 通 過 する純 度 の高 いもの及 びチップボード）につい て、チリ産 は0 . 5円 /kgの

関 税 が課 せられる一 方 、TPP 11批 准 国 は0 .32円 の特 恵 関 税 及 び11年 間 関 税 撤 廃 スケ

ジュールが適 用 され、影 響 が大 きいと分 析 している。 

 

（１８） 新 IDシステムへの中 国 企 業 の応 札 とデータの安 全 性 ：当 地 紙 社 説  

 ８ 月 ２ 日 付 当 地 エル・メルクリ オ 紙 が、新 たなIDシ ステムへの中 国 企 業 の応 札 を 巡 り 個

人 データの安 全 性 への懸 念 を示 す社 説 が掲 載 された。 
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当 国 法 務 省 に所 属 する市 民 登 録 局 は現 在 、新 たな旅 券 及 び身 分 証 明 書 の入 札 を行

ってお り 、経 済 的 に 最 も優 れた 提 案 （ 価 格 要 素 は 評 価 基 準 の 6 5％）を した のは、中 国 の

大 手 テクノロジー企 業 であるAis i no社 であった。チリや他 の外 国 のコンソーシアムがより良

いスコアを獲 得 している技 術 的 要 素 も評 価 基 準 に含 まれており、落 札 者 は年 内 に最 終 決

定 す る 予 定 。 入 札 条 件 に よ る と、 契 約 対 象 と なる サ ー ビスは 、 特 に 個 人 の 写 真 、 署 名 、

指 紋 を 保 存 するI D ソリュ ーショ ンであ る。市 民 登 録 局 は、イ ンフラ 、プラット フォーム 、ID デ

ータベースの運 営 ・管 理 を行 う。 

このプロセスの機 微 と保 存 されるデータの重 大 性 から、データの安 全 性 に関 して懸 念 さ

れて い る。 実 際 、 現 在 の 事 業 者 が 仏 の 多 国 籍 企 業 であ る よ うに 、 こ れら のサ ー ビ スの 提

供 者 が外 国 企 業 であることは目 新 しくない。しかし、機 微 な情 報 を保 護 する必 要 性 はます

ます重 要 に なっており 、透 明 性 のあ る議 論 が必 要 であ る。した がって、市 民 登 録 局 は 、こ

の技 術 的 ソリューションの範 囲 、関 係 する個 人 データのセキュリティ、およびプロバイダーの

データへのアクセスを明 確 にする必 要 がある。 

 個 人 情 報 の 取 扱 い は 世 界 的 に セ ンシ テ ィ ブな 問 題 であ り 、 多 く の 国 では 貿 易 ・ 投 資 協

定 の枠 組 みの中 で、重 要 と考 えられる分 野 への外 資 規 制 を 行 うことができ る技 術 的 ・制

度 的 枠 組 みが存 在 する。これに 伴 い、各 国 では外 国 企 業 に よる国 内 データへのア クセス

を 制 限 する動 き が強 化 されてい る。このような動 向 に は、地 元 企 業 を 奨 励 する 保 護 主 義

的 な要 素 も含 まれているが、国 が外 国 からのアクセスを制 限 ・禁 止 する権 利 を持 つデリケ

ートな分 野 があることも無 視 できない。今 回 の事 案 はまさにその一 つと言 ってよい。 

 そ のた め、政 権 から独 立 して、この分 野 のルールや基 準 の確 立 を 可 能 とする 明 確 で技

術 的 な制 度 的 枠 組 みが不 可 欠 である。行 き当 たりばったりの議 論 は、経 済 的 ・政 治 的 な

コストを伴 う恣 意 的 な結 果 につながるだけでなく、汚 職 の原 因 にもなる。チリは、小 さくて開

かれた国 であるため、このような議 論 を無 視 できないと認 識 し、適 切 な制 度 的 枠 組 みを構

築 することで、このような議 論 を正 面 から行 う必 要 がある。チリが締 結 している貿 易 協 定 で

は、安 全 上 の理 由 から重 要 なサービスへの外 国 からのアクセスを制 限 するために、このよ

うな制 度 的 枠 組 みの構 築 が認 められている。このことは、保 護 主 義 のリスクや、戦 略 的 で

ない分 野 を対 象 にするリスクを生 むことは間 違 いないが、これらの分 野 での恣 意 的 な評 価

や決 断 不 足 もまた、大 きなリスクをはらむことを意 味 する。 

 

（１９） 鉱 業 ロイヤルティ法 案 に対 する鉱 山 会 社 の主 張 ：報 道  

８月 ５日 付 当 地 紙 「エル・メルクリオ」は、上 院 鉱 業 委 員 会 の公 聴 会 における大 手 鉱 山

会 社 の説 明 について報 じた。 

４日 、上 院 鉱 業 委 員 会 による公 聴 会 でエル・アブラ鉱 山 のフリーポート社 やカンデラリア

鉱 山 のランディン・マイニング社 などの大 手 鉱 山 会 社 は、法 案 の結 果 次 第 で投 資 の決 定

を凍 結 すると発 言 した。 

 まず、フリーポート社 のフランシスコ・コスタバル副 社 長 は、当 国 で開 発 を目 指 している新

しいプロジェクトには６０億 米 ドル規 模 の投 資 が必 要 であり、資 金 調 達 は同 社 が他 国 で展

開 するプロジ ェクト と の取 り 合 い となる。下 院 で承 認 された 法 案 が適 用 された 場 合 、 当 社

への適 用 税 率 は３ １ ％から６ ５ ％に 上 昇 し 、鉱 山 の 操 業 継 続 に 深 刻 な 影 響 を 及 ぼす 。こ

れらの数 字 は明 白 で あり、それに 反 論 してチリへの投 資 の妥 当 性 を 主 張 することは困 難

と述 べた。 
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 続 い て、ルイ ス・サ ン チ ェス・ミネ ラ・カ ン デ ラリ ア 社 社 長 も ロイ ヤ ルテ ィが導 入 されてい た

場 合 、２ ０ １ ５ 年 から２ ０２ ０ 年 の間 に １４ 億 米 ドル以 上 の投 資 が半 減 してい た 。我 々は技

術 的 な相 談 にも応 じるし、国 への貢 献 度 を 高 めることもできる。他 方 、技 術 的 課 題 やチリ

の様 々な鉱 山 の実 態 を踏 まえ、建 設 的 な議 論 が必 要 であると釘 を刺 した。 

 最 後 に、プロボステ上 院 鉱 業 委 員 会 委 員 長 は、８月 １１日 には法 案 の第 １回 投 票 が始

まることを期 待 していると述 べた。（当 館 注 ：当 国 議 会 では、法 案 は常 任 委 員 会 及 び本 会

議 のいずれにおいても２回 採 決 に付 される。１回 目 は、法 案 の骨 子 ( id ea )が、２回 目 は法

案 の全 文 について採 決 される。） 

 

（２０） デジタル経 済 連 携 協 定 の上 院 本 会 議 承 認 ：外 務 省 プレスリリース 

８月 ３日 、外 務 省 国 際 経 済 関 係 次 官 官 房 (SUBRE I )は、デジタル経 済 連 携 協 定 （DEP

A）が上 院 本 会 議 で承 認 された旨 のプレスリリースを発 出 したところ、右 概 要 以 下 のとおり。

今 後 、同 協 定 の批 准 が確 定 する。 

 ３ 日 、 上 院 本 会 議 はD EP Aを 賛 成 ３ ０ 票 で承 認 した 。 本 会 議 に はロドリ ゴ・ジ ャニ ェス国

際 経 済 関 係 次 官 が参 加 した。 

 世 界 初 となるDEPAは、チリ、ニュージーランド、シンガポールの共 通 の利 益 から生 まれ、I

CT企 業 、特 に 中 小 企 業 に 利 益 を もた らす枠 組 みであ る。この協 定 は、データの自 由 なフ

ローやデジタル製 品 の無 差 別 待 遇 とともに、AI、デジタルID、プライバシー保 護 など重 要 な

規 制 をはかり、製 品 やサービスの輸 出 を促 進 する。 

 「ジェ」次 官 は、今 日 、音 楽 、ソフトウェア、電 子 書 籍 、ビデオゲームなど、国 際 貿 易 の対

象 となっている新 しいデジタル製 品 があり、優 れたビジネスアイデアはインターネットにより、

世 界 中 のどこにでも到 達 可 能 なっている。国 際 的 な拡 大 を促 進 する規 制 の枠 組 みによっ

てその貿 易 が一 層 強 化 されなければならない。DEPAは、パンデミックによる国 際 貿 易 やグ

ローバルバリューチェーンが混 乱 した今 、持 続 的 な経 済 回 復 の鍵 となるデジタル経 済 への

先 駆 的 な取 組 であり、チリの貿 易 政 策 における新 たなマイルストーンとなるものと述 べた。 

 その可 能 性 に注 目 したカナダなどの国 々がDEPAへの参 加 に関 心 を示 しており、参 加 国

の増 大 はデジタル経 済 における先 駆 的 な協 定 の強 化 に向 けた重 要 な一 歩 となる。 

 2020年 、チリのICT関 連 サービス輸 出 は、2010年 の24%から35%に伸 びた。ICT関 連 サー

ビスの輸 出 額 は3億 7800万 米 ドル。203社 、そのうち113社 は中 小 企 業 が輸 出 し、米 国 、

ペルー、コロンビアを中 心 に、英 国 、香 港 、マレーシア、中 国 、シンガポール、アラブ首 長 国

連 邦 、ニュージーランドなど、遠 隔 地 域 を含 め125国 以 上 の市 場 に及 んでいる。 

 

（２１） ７月 の消 費 者 物 価 指 数 ：チリ国 家 統 計 局 発 表  

＜８月 ６日 チリ国 家 統 計 局 （INE）発 表 ＞ 

 7月 のCP Iは前 月 比 0 . 8％増 、前 年 比 4 . 5％増 となった 。構 成 す る12項 目 のうち9項 目 で

上 昇 し、6月 の値 （前 月 比 0 .1％増 、前 年 比 3 .8％）と比 べ大 きく上 昇 した。中 央 銀 行 発 表

の市 場 予 想 前 月 比 0 . 4％増 を 上 回 ると とも に 、年 率 イ ンフレ 目 標 範 囲 であ る2～4％を 上

回 った。 

 上 昇 した 項 目 は、運 輸 1 . 7％、食 品 ・非 ア ルコール飲 料 1. 0％。下 落 した 項 目 は、衣 料 ・

履 物 ▲0.4％となった。製 品 別 では、ガソリンが3.1％増 、液 化 ガス5.6％増 、都 市 間 バス輸

送 サービス8.4％増 、牛 肉 3.0％増 、レモン24 .9％減 （全 て前 月 比 ）。 
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（２２） 新 IDシステムの入 札 に関 する異 議 申 し立 て及 び下 院 経 済 委 員 会 での議 論 （報 道 ） 

８月 ９日 付 当 地 各 紙 は新 IDシステムの入 札 に関 する参 加 企 業 からの異 議 申 し立 て及

び下 院 経 済 委 員 会 での議 論 について報 じた。 

＜入 札 に参 加 した2社 からの提 訴 ＞ 

 現 在 のI Dシ ステ ム 運 営 会 社 であ るフランスの「I 」社 及 び「S」 社 のコンソーシア ム が8月 5

日 に市 民 登 録 局 に異 議 申 し立 てした内 容 が明 らかとなった。両 者 とも、入 札 の技 術 評 価

に異 議 を唱 えるという点 では共 通 しており、経 済 的 に最 も優 れた提 案 を行 った中 国 企 業 A

i s i n o 社 を 中 心 とするコンソーシアム の入 札 は認 められるべき でないと主 張 している。文 書

に よると、「A」社 の 応 札 に 関 する 報 告 書 に お いて「同 社 が入 札 条 件 の 要 件 を 満 た し てい

ない 状 況 に もかかわらず認 められと宣 言 さ れた」と主 張 し、そ の却 下 を 求 めてい る。また、

「 I 」社 は、技 術 評 価 プロセスと決 定 に 対 して、「S」社 の入 札 が「許 容 性 要 件 を満 た してお

らず、さらに、経 験 証 明 書 の評 価 に誤 りがあり、入 札 条 件 の規 定 に著 しく適 合 してい ない」

と主 張 している。同 社 の主 張 が認 められた場 合 には、技 術 評 価 を一 からやり直 すことにな

る。 

＜下 院 経 済 委 員 会 での議 論 ＞ 

 下 院 経 済 委 員 会 に おいて、ミエルゼフスキ市 民 登 録 ・身 分 証 明 書 局 長 は、新 たなI Dシ

ステム と旅 券 の入 札 プロセスが「A」社 に 発 注 される可 能 性 があ るとい う批 判 に 対 し、「今

般 のシステムはISO規 格 及 びサイバーセキュリティ標 準 の認 定 を受 けるために変 更 を行 っ

たものである。レジストリに属 する構 造 のデータセンターでガバナンスを行 うことになり、暗 号

化 されて 管 理 さ れて い るものであ り 、 対 策 を 講 じ てい る 。また 技 術 基 準 は 従 来 より も 高 い

基 準 を設 定 している」と説 明 した。 

しかし、一 部 議 員 からは中 国 企 業 である「A」社 が落 札 できるように条 件 を設 定 したので

はないかとの疑 念 を示 す発 言 がなされ、下 院 経 済 委 員 会 の過 半 数 は、新 しいIDシステム

と旅 券 の入 札 プロセスを調 査 するために、会 計 検 査 院 に緊 急 に書 面 による要 請 を行 うこ

とで一 致 した。 

 

（２３） 製 造 業 団 体 との５G開 発 セミナーの実 施 （運 輸 通 信 省 報 道 発 表 ））  

８月 11日 、運 輸 通 信 省 通 信 次 官 官 房 （SUBTEL）は製 造 業 の業 界 団 体 と共 同 で5G開

発 セミナーを開 催 した旨 、報 道 発 表 した。 

 SUBTELは製 造 業 の業 界 団 体 であるSOFOFAと共 同 で「5Gネットワークとインダストリー

4 . 0：チリにおける経 験 と活 用 例 」と題 した５G開 発 セミナーを実 施 した。セミナーではモレノ

通 信 次 官 、リチャード・フォン・アッペンSOFOFA会 長 、クラウディア・ペーニャEne lXチリE-C

i tyマーケティング責 任 者 、サディ・デルガドAquaCh i l e社 事 業 部 長 、エドムンド・カサスKaue

l社 CEOが講 演 を行 った。 

 モレノ次 官 は5Gがチリにもたらす経 済 効 果 について説 明 し、「長 期 的 には2035年 までに

チリに2070億 ドルの経 済 効 果 をもたらし、ICT410億 ドル、サービス390億 ドル、製 造 業 290

億 ドル、鉱 業 230億 ドル、建 設 業 150億 ドル、貿 易 100億 ドルなど、いくつかの分 野 に分 散

している。5Gネットワークは、わが国 のデジタル経 済 に変 革 をもたらし、国 内 の生 産 部 門 に

価 値 を生 み出 すものだからこそ、この飛 躍 的 な技 術 に迅 速 に 対 応 し、最 大 限 に活 用 でき

るよう 、 産 業 界 に どの ような 準 備 を さ せるべ き かに 焦 点 を 当 てる べき であ る。 官 民 連 携 の
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場 を設 けて、可 能 な限 り多 くのアプリケーションを開 発 し、さまざまな生 産 分 野 にポジティブ

な影 響 を与 え、それをチリ国 民 の生 活 の質 の向 上 につなげていきたい」と述 べた。 

 5Gの活 用 で最 先 端 を行 くEne l  X社 、AquaCh i l e社 、Kaue l社 の3社 が活 用 例 を紹 介 し、

Ene l X社 （電 力 ソリュ ーション業 ）は、接 続 されるすべてのデバイ ス（街 灯 、スマートストリー

トファニチ ャー、カメラなど）の低 遅 延 、リア ルタイムでのデータ伝 送 の実 現 、AquaCh i l e社

（水 産 業 ）は、労 働 者 の福 祉 、地 域 社 会 への貢 献 、会 社 および業 界 全 体 の競 争 力 強 化

という3つの柱 を通 したサーモン養 殖 への活 用 、Kaue l社 （イノベーション技 術 産 業 ）は、5G

の低 遅 延 特 性 を 活 用 した 監 視 カ メ ラ とA I 解 析 に お け る 高 リ スク 要 素 や 画 像 認 証 へ の 活

用 を紹 介 した。 

 

（２４） 緊 急 家 族 所 得 支 援 の 延 長 及 び 新 た な 所 得 支 援 策 の 発 表 ： 大 統 領 会 見 及 び 報

道 ） 

８月 10日 、ピニ ェラ大 統 領 は記 者 会 見 を 開 き、緊 急 家 族 所 得 支 援 （IFE）の期 間 延 長

などの所 得 支 援 策 を発 表 した。 

＜新 たに発 表 した支 援 の内 容 ＞ 

現 在 9月 までの期 限 が設 定 されているIFEについて、10月 と11月 の間 延 長 する。各 月 は

100％の金 額 （例 ：4人 家 族 の場 合 は50万 ペソ）が給 付 される。9月 分 については、50％に

相 当 する額 が支 払 われる。この延 長 分 の支 給 は、11月 初 旬 （10月 IFE）および12月 初 旬

（11月 IFE）に行 われる。 

本 年 12月 31日 までに正 規 雇 用 を得 た全 ての労 働 者 に対 し緊 急 労 働 所 得 （Ing reso  L

abo r a l  d e  Eme r gen c i a ）を 給 付 する。これにより、女 性 は給 与 の60％（上 限 25万 ペ ソ）、

男 性 は給 与 の50％（上 限 20万 ペソ）を補 助 する。大 統 領 は、この労 働 IFEによって50万 人

の正 規 雇 用 が新 たに 創 出 され、特 に女 性 の雇 用 が促 進 されることを期 待 していると述 べ

た。 

約 20万 人 の零 細 企 業 家 を対 象 とした連 帯 ・社 会 投 資 基 金 （Fondo  de  So l id a r id ad  e

 I nvers i on  Soc i a l ）を強 化 する。 

＜報 道 （10日 付 エルメルクリオ紙 電 子 版 ）＞ 

ピニ ェ ラ 大 統 領 は 、 国 内 の 経 済 状 況 が 改 善 し てい る こ とや 、 各 種 経 済 調 査 の 結 果 が

良 好 であ ることに 触 れつつ 、「パンデミッ クや世 界 的 な 景 気 後 退 に より、家 計 への支 援 が

引 き続 き必 要 となっている」と述 べ支 援 の必 要 性 を強 調 した。 

11日 から、第 4回 目 の年 金 積 立 金 の引 き 出 しについて議 会 で議 論 される予 定 であり 、

これを抑 制 するため本 日 （10日 ）のタイミングでIFEの延 長 等 支 援 策 を発 表 したと考 えられ

る。 

ロドリ ゴ・セルダ 財 務 大 臣 は、今 回 発 表 し た 支 援 策 は 約 70億 米 ドルが 必 要 であ り 、 財

源 は 、 経 済 回 復 に よ る 税 収 の 増 加 と 本 年 予 算 の 剰 余 金 で あ る と 述 べた 。ま た 、 年 金 基

金 からの引 き出 し議 論 については、今 後 の年 金 に確 実 に影 響 を与 えるものであり、これを

避 け るた めに 政 府 は財 源 を 捻 出 し 家 計 支 援 を 行 うことで、国 民 に 安 心 感 を 与 える、と付

け加 えた。 

 

（２５） 鉱 業 ロイヤルティ法 案 に対 するチリ鉱 業 協 会 会 長 の発 言 ：報 道  

８月 11日 付 当 地 紙 「エル・メルクリオ」は、ディエゴ・エルナンデス・チリ鉱 業 協 会 会 長 の
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鉱 業 ロイヤルティ法 案 に対 する発 言 を報 じているところ、右 概 要 以 下 のとおり。 

 「鉱 夫 の日 」を記 念 するイベントにおいて、ディエゴ・エルナンデス・チリ鉱 業 協 会 （Sonam

i）会 長 は、銅 の価 格 が好 調 であることを強 調 し、中 国 は経 済 活 動 が正 常 化 し、欧 米 も再

開 し始 めている。需 給 のバランスがとれており、銅 には確 かな将 来 性 がある。また、世 界 の

主 要 国 が気 候 変 動 の対 策 に 取 り 組 んでいることから、電 気 自 動 車 や再 生 可 能 エネ ルギ

ーが銅 の需 要 を押 し上 げており、それが中 長 期 的 にも維 持 されるだろうと述 べた。 

 また 、鉱 業 ロイ ヤルティ法 案 の議 論 の中 で、鉱 山 企 業 が行 っ てい る納 税 に 対 する 疑 念

が提 起 され てい るこ と で、 現 下 のポ ジ テ ィ ブ なシ ナ リ オ に 陰 影 を も た らし てい る。 技 術 的 な

知 識 の欠 如 、選 挙 活 動 、ポピュリズムが相 まって、競 争 力 への影 響 や低 品 位 鉱 床 などを

考 慮 せずに下 院 で同 法 案 が可 決 されたとも警 告 。上 院 では、需 要 増 加 のシナリオの中 で

鉱 業 を 継 続 的 に発 展 させることができるような内 容 での合 意 が得 られることを 願 うと付 言

した。 

 上 院 では、様 々な専 門 家 や 鉱 山 会 社 の参 加 を 得 て、より 詳 細 な法 案 審 議 が行 わ れて

おり、税 制 の改 正 は可 能 だが、より検 討 を 重 ねて行 うべきだ との意 見 が表 明 されてい る。

近 日 中 に、議 員 が法 案 に対 する修 正 案 を提 出 する機 会 があり、当 初 １１日 に予 定 されて

いた第 １回 目 の採 決 は延 期 された。 

 制 憲 議 会 の活 動 に つい て、「エ」会 長 は、議 論 へ参 加 し、貢 献 してい く姿 勢 を 説 明 。 鉱

山 企 業 は、国 民 の求 めに応 えて、経 済 政 策 を見 直 すことが正 当 かつ必 要 であることを承

知 し てい る が 、 制 憲 議 会 議 員 が 、 鉱 山 企 業 の 貢 献 を 考 慮 し 、 新 憲 法 に お い ても 鉱 業 は

重 要 なものであるという位 置 づけを維 持 してくれることを確 信 していると発 言 した。 

 

 


